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【事業の背景】
　昭和３０年の学校給食開始以来、主に給食費の徴収事務員として各学校育友会が低賃金で雇用してきた
が、近年少子化により費用負担が重くなり、市の直接雇用とすることを打診されたため、昭和６２年から運
営補助の名目で補助金交付がなされるようになった。現在主目的であった学校給食事務は、他の団体や会任
職員等へ移管されているが、育友会の事務及び多忙を極める学校現場の事務補助員としての業務を担ってお
り、近年の働き方改革に資するものでもあり、必要性は依然高い状態にある。
【現状・課題】
　市に責任が発生する問題ではないものの、もともと低賃金であったが近年の財政状況による補助金カット
により最低賃金かそれ以下になっている。また、事故発生等の場合の雇用契約についてもきちんと整備され
ているとは言えない。
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　各学校育友会・ＰＴＡ等の構成員たる保護者や多忙な学校現場の職員の負担軽減。
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◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

備
考

⇒ 0

備　　考

　本補助金の交付要綱内容等の抜本的な見直しを行うこと。また、最近の繰越金の増加についても、コロナ禍での活動自粛
が影響しているのであれば、補助金額の精査、補助金返還の取り扱いなどを検討すること。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性
市の市勢振興計画の目標である子育て支援や将来を担う人材を育むという
目的に間接的に寄与しており、市の関与が必要な事業である。。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直しの

総 合 評 価

判
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これまでも市の財政方針に基づいて減額等の措置がなされてきたところで
あり、大幅な見直しの必要はないと考える。

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性
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  Ｂ１～Ｂ４の場合）
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①②③の理由により、現状は見直しはせず、継続が望ましい。

事業開始時の補助目的は変化しているが、市の方針に沿った事業費縮減が
行われており、各団体の充当経費も明確である。育友会の事務補助による
保護者への支援及び多忙を極める学校現場の事務補助員としての業務に使
用されており、近年の働き方改革に資するものでもあり、必要性は依然高
い状態にある。
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意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている
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該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


